
15.5

18.8

6.7
3.5

17.5

19.1

22.7

12.2

9.8

20.3

36.4

36.3

42.1

41.3

35.1

24.7

18.9

33.5

41.1

22.8

4.3

3.3

5.5

4.3
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ほぼ毎日 週に1～数回 月に1～数回 年に1～数回 不詳
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徒歩圏内
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車･電車などで1時間超～3時間以内

車･電車などで3時間超

不詳

4.1

4.3

5.2

3.0
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総数 (n=3912)

二次的住宅・別荘用 (n=1009)

貸家用 (n=174)

売却用 (n=500)

その他 (n=2065)

200ｍ未満 200～500ｍ未満 500～1000ｍ未満

1000～2000ｍ未満 2000ｍ以上 不詳

22.4

8.2

8.6

21.2

30.0

0.8

0.1

1.0

1.2

31.6

25.3

33.9

39.4

33.0

39.2

61.7

54.6

30.6

30.3

6.1

4.7

2.9
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総数 (n=3912)

二次的住宅・別荘用 (n=1009)

貸家用 (n=174)

売却用 (n=500)

その他 (n=2065)

屋根の変形や柱の傾きなどが生じている
住宅の外回りまたは室内に全体的に腐朽･破損がある
住宅の外回りまたは室内に部分的に腐朽･破損がある
腐朽･破損なし
不詳

令和元年空き家所有者実態調査 結果のポイント （１／２）

(1) 空き家の5割超は腐朽・破損がある。別荘や貸家・売却用等以外の「その他」の空き家では、腐朽・破損がある割合が6割を超える。
(2) 空き家の約4割は、最寄りの鉄道駅から2,000m以上離れているが、貸家用の空き家の約半数は、鉄道駅から1,000m未満に立地。
(3) 所有世帯の約7割は、空き家まで1時間以内の場所に居住。貸家用やその他の空き家を所有している世帯は、比較的近くに居住している

割合が大きく、1時間以内が8割を超える。
(4) 空き家の管理頻度は、「月に1回～数回」の割合が最も大きく約4割。二次的住宅・別荘用の空き家の利用頻度についても「月に1回～

数回」の割合が最も大きく約4割。

(4) 管理頻度・利用頻度

(1) 腐朽・破損の状態

1

(2) 最寄りの鉄道駅からの距離 (3) 所有世帯の居住地からの所要時間
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33.8
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28.9

71.7

1.6

1.5
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1.4

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数 (n=1009)

徒歩圏内 (n=199)

車･電車などで1時間以内 (n=305)

車･電車などで1時間超～3時間以内 (n=291)

車･電車などで3時間超 (n=205)

ほぼ毎日 週に1～数回 月に1～数回 年に1～数回 不詳

【空き家の利用現況別】

【管理の頻度（利用現況別）】

【空き家の利用現況別】 【所有世帯が居住する住宅別】

【二次的住宅・別荘用の空き家の利用頻度】
（所有世帯の居住地からの所要時間別）

55

34

43

62

64

腐朽・破損あり

71

50

84

63

82

1時間以内

50

1,000m未満

※

※「誰も管理していない」を除く

※本調査は、平成30年住宅・土地統計調査における「世帯が所有する空き家」を対象に実施。複数所有の場合は、代表的な1住宅について回答・集計。

参考４
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（10年分）
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相当額

4.0%

費用がかか

るなら寄付・

贈与しない

42.0%

その他

8.0%

不詳

6.0%

売却

17.3%

賃貸

5.3%

寄付・贈与

1.3%

住む（リフォー

ムまたは建て

替えて住む場

合を含む）
7.0%取り壊す

13.2%
セカンドハウス

などとして利用

18.1%

空き家にして

おく（物置を含

む）

28.0%

不明

4.9%

不詳

4.8%
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売却用 (n=485)

その他 (n=2002)

名義変更を行った 新たに登記を行った
いずれも行っていない 不詳

55.6
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16.7

62.8
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77.2

37.2
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28.4
6.7

5.7
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15.3
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8.9

45.1

7.9

12.6

6.4

6.0
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8.1
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総数 (n=3786)

新築・建て替え (n=707)

新築の住宅を購入 (n=203)

中古の住宅を購入 (n=535)

相続 (n=2089)

贈与 (n=123)

その他 (n=113)

名義変更を行った 新たに登記を行った
いずれも行っていない 不詳

60.3

46.9

36.7

33.8

33.2

33.1

25.6

24.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

物置として必要

解体費用をかけたくない

さら地にしても使い道がない

好きなときに利用や処分ができなくなる

住宅の質の低さ（古い、狭いなど）

将来､自分や親族が使うかもしれない

取り壊すと固定資産税が高くなる

特に困っていない

令和元年空き家所有者実態調査 結果のポイント （２／２）

(1)空き家を取得した際に、登記の名義変更や新たに登記を行った割合は約8割。
利用現況がその他の空き家や、相続により取得した空き家は、「いずれも行っていない」割合が約２割見られる。

(2) 今後5年程度の利用意向は、「空き家にしておく」が約3割、「賃貸・売却」や「セカンドハウスなどとして利用」がそれぞれ約2割。
(3) 賃貸・売却の場合の課題は、「買い手・借り手の少なさ」「住宅の傷み」「設備や建具の古さ」の順になっている。
(4) 寄付・贈与の意向があるもののうち、一定の費用負担を伴っても寄付・贈与をしたい人の割合は、約４割であった。
(5) 空き家にしておく理由は、「物置として必要」「解体費用をかけたくない」「さら地にしても使い道がない」の順になっている。

(1) 登記または名義変更

2

42.3

30.5

26.9

21.4

19.8

15.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

買い手・借り手の少なさ

住宅の傷み

設備や建具の古さ

リフォーム費用

地域の高齢化や人口減少

住宅の耐震性

【空き家の利用現況別】 【空き家の取得方法別】

【今後の利用意向が「賃貸」「売却」のもの】 【今後の利用意向が「寄付・贈与」のもの】 【今後の利用意向が「空き家にしておく（物置を含む）」のもの】

(5) 空き家にしておく理由(3) 賃貸・売却する上での課題 (4) 寄付・贈与のために支払ってもよい費用

※ 上位6項目を掲載

77

※ 上位8項目を掲載
(n=885) (n=50) (n=1,097)

(2) 今後の利用意向

※

※所有者の数「不明・不詳」を除く

※

(n=3,912)


